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○　通知

○単身赴任手当の支給に関する運用基準

(平成2年3月22日　2教総第152号　教育長)

単身赴任手当の決定、改定及びその支給手続きに関しては、職員の給与に関する条例(昭和26年福島県条例第9号)、福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例(昭和31年福島県条例第56号)及び職員の給与の支給に関する規則(昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「給与規則」という。)に定めるもののほか、この運用基準の定めるところによる。

第１　決定の基準

１　支給対象職員

単身赴任手当は、公署を異にする異動又は在勤する公署の移転に伴って転居し、やむを得ない事情により同居していた配偶者(事実上の婚姻関係を含む。以下同じ。)と別居し、単身で生活することを常況とし、距離制限を満たす職員及び3に掲げる職員に対して支給する。
ただし、住居の移転を伴う直近の公署を異にする異動又は在勤する公署の移転（以下「異動等」という。）に際して同居していた配偶者が転居しない職員又はこれに準ずる職員に限る。
（注）　配偶者が転居しない職員に準ずる職員は、住居の移転を伴う直近の異動等に際して同居していた配偶者が転居した職員のうち次に掲げるものとする。

　　　　(1)　配偶者が住居の移転を伴う直近の異動等の直前に在勤していた公署の通勤圏（２の(4)の規定の例に準じて算定した当該公署から住宅までの距離が60km未満の範囲をいう。）内に所在する住宅に転居する職員

　　　　(2)　３の(4)のア(ｱ)から(ｳ)まで、(ｵ)から(ｷ)まで又は(ｸ)に掲げる事情があると認められる職員（上記(1)に掲げる職員を除く。）

　　　　(3)　その他前記(1)及び(2)に類する事情があると認められる職員。

　　　　　　なお、この場合は事前に職員課長に協議すること。

２　支給の要件

支給の要件は、次のとおりとする。

(1) 転居

ア　転居は、異動等に伴うものであることが必要であり、採用、出張、研修に伴うものは含まれない。

イ　転居は必ずしも異動等と同時に行われる必要はなく、異動等の後一時異動等の前の住居から通勤していた場合もその後に転居した場合は、異動等に伴う転居と認められる。

ウ　転居の日とは新住居に入居した日(住民票上の転入日)をいう。

(2)　別居

ア　別居とは、配偶者と生活の本拠を異にしていると認められる場合をいい、少なくとも月の過半は配偶者と別れて生活していることをいう。

イ　異動等の前に既に配偶者と別居していた場合は、異動等に伴う別居とは認められないので単身赴任手当の支給対象としない。（ただし、3の（11）のアからウに該当する場合を除く。）

（注）単身赴任手当の支給を受けていた職員が、更に異動等により引き続き単身赴任した場合で、（4）の距離制限を満たすときは単身赴任手当の支給対象とする。

ウ　やむを得ない事情とは、次に掲げる事情とする。

(ｱ) 配偶者が、疾病等により介護を必要とする父母（職員又は配偶者の父母をいう。以下同じ。）又は同居の親族の介護すること。
（注）親族とは、6親等内の血族及び3親等内の姻族とする。

(ｲ) 配偶者が、学校教育法第1条に規定する学校その他の教育施設（以下「学校等」という。）に在学している同居の子を養育すること。

（注）その他の教育施設とは、専修学校、各種学校、保育園、予備校等をいう。
(ｳ) 配偶者が引き続き就業すること。

(ｴ) 配偶者が自宅（職員又は配偶者の所有に係る住宅（次に掲げる住宅を含む。））を管理するため、引き続き自宅に居住すること。

　　a 職員又は配偶者が所有権の移転を一定期間留保する契約(以下(所有権留保契約)という。) により購入した住宅又は譲渡担保の目的で債権者にその所有権の一時的な移転（いか「譲渡担保のための移転」という。）をしている住宅
    b 職員又は配偶者の扶養親族たる者が所有する住宅、所有権留保契約により購入した住宅又は譲渡担保のための移転をしている住宅
(ｵ) 配偶者が疾病等により介護を必要とする状況にある別居の親族（職員又は配偶者の父母を除く。）　　　　　 を介護していること。ただし、配偶者が主として介護する場合に限る。

(ｶ) 配偶者が特定の医療機関等において疾病等の治療等を受けている同居の子（学校等に在学している子を除く。）を養育すること。

(ｷ) 配偶者が特定の医療機関等において疾病等の治療等を受けていること。
(ｸ) 配偶者が学校等に在学していること。
(ｹ) 配偶者が職員又は配偶者の所有に係る住宅（(ｴ)の住宅に同じ。ただし、県内に所在する住宅又は県外に所在する住宅であって職員の通勤実績があるものに限る。）を管理するために、当該住宅に転居すること。ただし、配偶者以外に当該住宅を管理する者がいない場合に限る。
(ｺ) 職員又は配偶者が住居の移転を伴う直近の異動等の前日までに住宅（職員が当該異動等の直前に在勤していた公署の通勤圏（２の(4)の規定の例に準じて算定した当該公署から住宅までの距離が60km未満の範囲をいう。）内に所在する住宅に限る。）を購入する契約又は住宅を新築する建築工事についての請負契約を締結した場合において、配偶者が当該住宅の管理等を行うため、当該異動等の直前の住居に引き続き居住すること。ただし、配偶者以外に当該住宅の管理等を行う者がいる場合及び(ｴ)に該当する場合を除く。

　　（注）　「公署」には、国、独立行政法人、国立大学法人、地方独立行政法人又は他の地方公共団体の職員（以下「国家公務員等」という。）であった者から採用され引き続いて新たに職員となった者にあっては、国家公務員等としての在職の間の勤務箇所を含む。

　　（注）　「異動等」には、国家公務員等であった者から採用され引き続いて新たに職員となった場合の当該採用を含む。

(ｻ) その他配偶者が職員と同居できないと認められる（ア）から（コ）に類する事情があること。

なお、この場合には、事前に職員課長（市町村立学校長にあっては、教育事務所長）に協議すること。

エ　異動等の後に赴任先で一時期配偶者と同居した場合は、異動等に伴う別居とは認められない。
（3）単身

ア　「単身で生活することを常況とする」とは、生活を共にする者がいないことをいう。

賄い付きの下宿や世帯用宿舎にただ単に同僚と入居している場合等は、生活を共にしていないと認められるので、単身赴任手当の支給対象とするが、父母又は子と同居している場合は生活を共にしていると認められるので、対象としない。

イ　別居の時点で１か月以上配偶者と別れて単身で生活することが見込まれることが必要である。

ウ　一時期配偶者以外の同居者がいたが、その後に単身となった場合も、単身の要件を満たした時点から単身赴任手当の支給対象とする。

(4)　距離制限

ア　「距離制限を満たす」とは、異動等の直前に配偶者と同居していた住居から異動等の直後に在勤する公署に通勤することが困難であることをいう。また、単身赴任中にさらに異動等があり転居した場合、配偶者が転居した場合等で、現に配偶者の居住する住居から現に在勤する公署に通勤することが困難でなくなった場合は、距離制限は満たさないこととなる。

イ　通勤することが困難とは、次の各号に一に該当する場合をいう。
(ｱ) 通勤距離が60km以上であること。

（注）通勤距離は、旅費の取扱いにならい最も経済的かつ合理的と認められる通常の経路について、徒歩及び交通機関により通勤したものとした場合の経路を交通方法に応じて次に掲げる距離を合算する。
ａ　徒歩　国土交通省国土地理院が提供する電子地図その他の地図又はこれらの地図に係る測量法（昭和24年法律第188号）第29条若しくは第30条第1項の規定に基づく国土地理院の長の承認を経て提供された電子地図その他の地図を用いて測定した距離
ｂ　鉄道　鉄道事業法(昭和61年法律第92号)第13条に規定する鉄道運送事業者の調べに係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる距離(営業距離)
ｃ　船舶　海上保安庁の調べに係る距離表に掲げる距離
(ｲ) 通勤距離が60km未満の場合で、次のいずれかに該当すること。

ａ　(ｱ)に規定する最も経済的かつ合理的と認められる通常の経路及び方法による通勤が不可能である場合（自動車等により通勤するものとした場合の通勤時間が1時間（距離37km）以内となるときを除く。ただし、現に異動等の直後に在勤する公署に自動車等で通勤できないときはこの限りでない。b及びｃにおいて同じ。）

ｂ　(ｱ)に規定する最も経済的かつ合理的と認められる通常の経路及び方法により通勤するものとした場合において、次のいずれかに該当するとき。

　  (a)　住居の移転を伴う直近の異動等の直後に在勤する公署の始業の時刻（(b)において「始業時刻」という。）前に当該公署に到着するために当該異動等の直前の住居又は配偶者の住居を出発することとなる時刻から始業時刻までの時間（以下「実通勤時間」という。）が2時間以上である場合

　  (b)　実通勤時間が1時間30分以上2時間未満である場合であって、始業時刻前1時間以内に住居の移転を伴う直近の異動等の直後に在勤する公署に到着するために利用する交通機関の運行回数（2以上の交通機関を乗り継ぐこととなる場合にあっては最も少ない交通機関の運行回数。(c)において同じ。）が1回以内のとき。

　  (c)　実通勤時間が1時間30分以上2時間未満である場合であって、住居の移転を伴う直近の異動等の直後に在勤する公署から当該異動等の直前の住居又は配偶者の住居への帰宅に当たって当該公署の終業の時刻後1時間以内に利用する交通機関の運行回数が1回以内のとき。

ｃ　その他通勤が困難であると認められる場合

なお、この場合には、事前に職員課長（市町村立学校長にあっては、教育事務所長）に協議すること。

（注） 通勤時間又は実通勤時間は、次に定める時間により算定するものとする。
(a）徒歩の区間　5kmを60分に換算した時間

(b）自転車の区間　10kmを60分に換算した時間
(c) 交通機関を用いる区間　定められた運行時間

３　権衡職員

権衡職員とは、前記1の職員との権衡上必要があると認められる次の職員をいう。

(1) 次に掲げる事由により転居した者で、転居以外の支給要件を満たす職員

ア　定年退職の翌日に再任用職員又は再任用短時間勤務職員として採用されたこと。
イ  国、独立行政法人、国立大学法人若しくは他の地方公共団体から人事交流等により、若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（以下「公益的法人等派遣条例」という。）第10条に規定する特定法人から公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第10条第１項の規定により引き続いて新たに職員となつたこと。（以下「割愛採用等」という。）
ウ　地方自治法第252条の17第１項の規定による派遣、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項の規定による派遣若しくは公益的法人等派遣条例第２条第１項の規定による派遣の終了により職務に復帰したこと又は分限条例第２条第１号の規定による休職から復職したこと。（以下「派遣復帰等」という。）　　　

(2) 通勤困難とは認められないが、異動等の後に在勤する公署における職務遂行上の必要性から住居を転居せざるを得ない職員で、距離制限以外の支給要件を満たす職員

なお、この場合には、「距離制限を満たさない職員が職務遂行上住居を移転せざるを得ないこと」に係る協議書（協議書その７）により、事前に職員課長に協議すること。

(3) 配偶者のない職員で異動等に伴い転居し、人事委員会の定める事情により同居していた18歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（以下「18歳年度末までの子」という。）と別居した職員で、単身及び距離制限の支給要件を満たす職員

ア　人事委員会の定める事情

(ｱ) 18歳年度末までの子が学校等に在学すること。

(ｲ) その他18歳年度末までの子が職員と同居できないと認められる（ア）に類する事情があること。

なお、この場合には事前に職員課長に協議すること。

イ　距離制限については、現に18歳年度末までの子の居住する住居から現に在勤する公署に通勤が困難であることが必要である。
ウ　子が複数ある場合は、そのうちの一人について支給要件を満たせば単身赴任手当の支給対象とする。

(4) 異動等に伴い転居した後、人事委員会の定める特別の事情により異動等の直前に同居していた配偶者（配偶者のない職員にあっては、18歳年度末までの子。以下「配偶者等」という。）と別居し、別居の直後の配偶者等の住居から別居の直後に在勤する公署に通勤が困難と認められる職員で、単身の支給要件を満たす職員

ア　配偶者のある職員に係る事情

(ｱ) 配偶者が、疾病等により介護を必要とする状態にある職員又は配偶者の父母を介護するため、住居の移転を伴う直近の異動等（割愛採用等、再任用としての採用及び派遣復帰等を含む。）の直前の居住地（同一市町村内を含む。以下「直前の居住地」という。）に転居すること。
(ｲ) 配偶者が学校等に在学、入学又は転学する子を養育（同居して養育する場合に限る。）するため、直前の居住地に転居すること。

(ｳ) 配偶者が特定の医療機関等（当該配偶者の子がかつて疾病等の治療等を受けたことのある医療機関等に限る。）において疾病等の治療等を受ける子（学校等に入学又は転学するため直前の居住地に転居する子を除く。）を養育するため、直前の居住地に転居すること。
(ｴ) 子が住居の移転を伴う直近の異動等の日以後に疾病等を発症し、かつ、当該異動等に伴う転居後の住居に引き続き居住した場合には当該疾病等について適切な治療等を受けることができないと認められるときに、配偶者が当該子を養育するため、転居すること。
(ｵ) 育児休業をした配偶者が職務に復帰するため、直前の居住地に転居すること。
(ｶ) 配偶者が職員又は配偶者の所有に係る住宅（２(2)ウ(ｴ)の住宅に同じ。ただし、住居の移転を伴う直近の異動等の直前に居住していた住宅に限る。）を管理するために、当該住宅に転居すること。ただし、配偶者以外に当該住宅を管理する者がいない場合に限る。
(ｷ) 配偶者が特定の医療機関等（当該配偶者がかつて疾病等の治療等を受けたことのある医療機関等に限る。）において疾病等の治療等を受けるために、直前の居住地に転居すること。

　　ただし、病院等に入院することにより別居する場合を除く。
(ｸ) 配偶者が住居の移転を伴う直近の異動等の日以後に疾病等を発症し、かつ、当該異動等に伴う転居後の住居に引き続き居住した場合には当該疾病等について適切な治療等を受けることができないと認められるときに、当該疾病等の治療等を受けるため、転居すること。
(ｹ) 出産又は育児のため休学をした配偶者が復学するため、直前の居住地に転居すること。
(ｺ) 積雪等により、配偶者の住居から異動等後（割愛採用等及び派遣復帰を含む。）の勤務公署まで通勤が困難となるため、職員が当該公署の近くに転居すること。

　　なお、この場合の別居の事情については、前記２の(2)に定める事情とする。

(ｻ) その他配偶者が職員と同居できないと認められる（ア）から（コ）に類する事情があること。

なお、この場合には、事前に職員課長に協議すること。

イ　配偶者のない職員に係る場合

(3)並びにアの(ｺ)及び(ｻ)（この場合、「配偶者」を「18歳年度末までの子」に、「前記２の(2)」を「(3)」に読み替える。）に定める事情

(5) 15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子のみと同居して生活することを常況とする職員で、単身以外の支給要件を満たす職員

(6) (1)から(5)までの権衡職員となる事情が重複する職員

(7) 同一公署内における異動又は職務内容の変更等に伴い、職務遂行上住居を移転し、前記2の(2)に定める事情（配偶者のない職員にあっては(3)に定める事情）により、同居していた配偶者等と別居することとなった職員で、当該異動又は職務内容の変更等の直後の職務の遂行上住居を移転せざるを得ないと認められる次のいずれかの職員
ア　単身で生活することを常況とする職員

イ　満15歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある子のみと同居して生活することを常況とする職員

なお、この場合には、事前に職員課長に協議すること。

(8) 同一公署内における異動又は職務内容の変更等に伴い、職務遂行上住居を移転した後、(4)に定める事情（この場合「異動等（割愛採用等、再任用としての採用及び派遣復帰等を含む。）」を「同一公署内における異動又は職務内容の変更等」と読み替える。）により、当該異動又は職務内容の変更等の直前に同居していた配偶者等と別居することとなった職員で、当該別居直後の職務の遂行上住居を移転して配偶者等と同居することができないと認められる次のいずれかの職員

ア　単身で生活することを常況とする職員
イ　満15歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある子のみと同居して生活することを常況とする職員

なお、この場合には、事前に職員課長に協議すること。

(9) 単身赴任手当の支給を受けていた職員が、配偶者のない職員となった場合で異動等（同一公署内における異動又は職務内容の変更等を含む。）の前から配偶者のない職員であったものとした場合に、（3）の要件に該当する職員
(10) 単身赴任手当の支給を受けている配偶者が公署を異にする異動又は在勤する公署の移転に伴い職員が居住する住居に転居した日（その日が配偶者の赴任期間内にある場合に限る。）と同日の異動等に伴い住居を移転することにより引き続き当該配偶者と別居することとなった職員で、当該異動等の直前の住居から当該異動等の直後に在勤する公署に通勤することが困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員又は満15歳に達する日以後の3月31日までの間にある子のみと同居して生活することを常況とする職員。ただし、当該配偶者が単身赴任手当の支給を受ける場合を除く。

(11) (1)から(10)に掲げるもののほか、特に必要があると認められる次に掲げる職員

ただし、異動等に伴い別居した当時の配偶者等の住居が県外にある場合で、当該配偶者等の住居から配偶者等の住居に最も近い公署（勤務可能な公署をいう。）まで2の(4)のイに定める通勤困難（現に通勤可能な場合を除く。）であると認められる職員を除く。

なお、この場合には、事前に職員課長（市町村立学校長にあっては、教育事務所長）に協議すること。

ア　異動等前において既に配偶者等と異動等に伴い別居していた職員のうち、前記2の(2)に定める事情（配偶者のない職員にあっては(3)に定める事情。以下同じ。）又は3の(4)に定める特別な事情に該当しなかった職員（イ及びウの職員を除く。）が、異動等に伴い更に住居を移転し引き続き配偶者等と別居することとなった場合において、次に掲げる要件をそれぞれ具備している職員
(ｱ) 単身で生活することを常況とすること。

(ｲ) 前記2の(2)に定める事情があること。

(ｳ) 配偶者等の住居から在勤する公署まで通勤困難であること。

イ　異動等前において既に配偶者等と異動等に伴い別居していた職員のうち、配偶者等の住居から在勤する公署まで通勤困難であると認められなかった職員が、異動等に伴い更に住居を移転し引き続き配偶者等と別居することとなった場合において、アに掲げる要件をそれぞれ具備している職員

ウ　採用時又は婚姻時において、アの(ｱ)から(ｳ)に掲げる要件を具備して配偶者等と別居している職員が、異動等に伴い更に住居を移転し引き続き配偶者等と別居することとなった場合において、アに掲げる要件をそれぞれ具備している職員

エ　配偶者等を帯同している職員が異動等に伴い転居し、かつ、配偶者等も同時に転居し別居することとなった職員が、当該異動等の直前の住居から在勤する公署まで通勤困難であると認められない場合において、次に掲げる要件をそれぞれ具備している職員
(ｱ) 別居後の配偶者等の住居が、当該異動等の直前の異動等の直前の居住地であること。

(ｲ) (4)に定める事情があること。

(ｳ) 配偶者等の住居から在勤する公署まで通勤困難であること。

(ｴ) 配偶者等の転居した時期が、当該異動等の赴任期間内であること。

(ｵ) 道路事情（凍結、積雪）により、冬期間の通勤が著しく困難となるため、冬期間のみ住居を移転せざるを得ない職員で、異動等に伴う転居以外の支給要件を満たす職員

第２　支給額及びその算出方法等

１　単身赴任手当の支給額は、30,000円に加算額を加えた額とする。

２　加算額は、職員の住居と配偶者の住居（配偶者のない職員については18歳年度末までの子の住居）との間の距離（以下「交通距離」という。）が100km以上の職員について、交通距離に応じて次の額とする。

	交通距離
	加算額

	100km以上　　　150km未満
	8,000円

	150km以上　　　200km未満
	 10,000円

	200km以上　　　250km未満
	 12,000円

	250km以上　　　300km未満
	14,000円

	300km以上　　　500km未満
	16,000円

	500km以上　　　700km未満
	24,000円

	700km以上　　　900km未満
	32,000円

	900km以上　　1,100km未満
	40,000円

	1,100km以上　　1,300km未満
	46,000円

	1,300km以上　　1,500km未満
	52,000円

	1,500km以上    2,000km未満
	58,000円

	2,000km以上    2,500km未満
	64,000円

	2,500km以上
	70,000円


３　交通距離の算出方法は、前記第1の2の(4)のイの(ｱ)の（注）に規定する通勤距離の算出方法と同様とする。
４　前記第1の3の(3)の職員に18歳年度末までの子が複数ある場合については、そのうち前記2の交通距離が最も長い子の距離に応じた加算額を支給する。

第３　単身赴任の届出

１　職員が新たに第1の決定の基準を満たした場合又は支給額を変更すべき事実が生じた場合は、その事実が生じた日から15日以内に決定権者（本庁各課の職員にあっては、教育総務課長、その他の職員にあっては、所属長をいう。以下同じ。）に届け出なければならない。

２　単身赴任手当の支給を受けている職員が次のいずれかに該当し、当該異動又は変更後もなお受給要件を具備する場合には、その異動又は変更のあった日から15日以内に決定権者に届出なければならない。

※　任命権者を異にして異動した職員で、異動前の支給要件に変更がない場合には、新たな届出は必要ないものとする。

(1) 公署を異にして異動（同一庁舎内における異動を除く。）した場合

(2) 職員の住居、同居者、配偶者等の住居等に変更があった場合

３　職員が、前記1により受給要件を具備するに至った場合又は前記2により引き続き受給要件を具備する場合は、単身赴任届（単身赴任手当決定台帳）（第1号様式）により届出なければならない。

なお、通勤距離が60km未満の場合には、「通勤困難要件確認調書」（第1号様式の2）を提出するものとする。

届出に当たっては、次の証明書類を添付するものとする。ただし、添付すべき書類は、その届出に係る事実の生じた日から30日以内に提出することをもって足りるものとする。

「転　居」

「別　居」

「単　身」

「距離制限」

「交通距離」

「事情」・・・・・医師の診断書、在学証明書、就業証明書、登記事項証明書等のいずれか
（注１）前記2の(1)に該当する場合で、職員の住居、配偶者等の住居に変更がない場合には、当該単身赴任に係る単身赴任届の写しを当該届出に当たっての証明書類とすることができる。

（注２）義務教育諸学校に在学する子の場合等で、事実関係が明らかな場合は証明書の添付を省略することができる。
４　単身赴任手当の支給を受けている職員が支給要件を欠くに至った場合（5に定める場合及び勤務公署を異にして異動したことによる場合を除く。）には、単身赴任届により速やかに決定権者に届け出なければならない。この場合、その事実を明らかにする書類を添付するものとする。
５　単身赴任手当の支給を受けている職員が、前記第1の2の(2)に定める事情の中断により一時配偶者等と同居し又は距離制限を満たさないこととなった場合（以下「受給要件の中断」という。）で次に掲げる要件を具備している場合には、単身赴任手当受給停止届（第2号様式）により速やかに決定権者に届け出なければならない。この場合、その事実を明らかにする書類を添付するものとする。

(1) 受給要件の中断が一時的なものであること。

(2) 前記第1の2の(2)に定める事情が、受給要件の中断後においても継続することが確認できること。

第４　決定及び確認の方法

１　決定権者は、職員から単身赴任届の提出があったときは、届け出に係る事実について確認し、支給額及び支給開始年月日又は支給終了年月日の決定を行うものとする。
２　決定権者が前記1により決定を行う場合の支給開始年月日又は支給終了年月日は、次の各号に定めるところによるものとする。

(1) 支給開始年月日
ア　職員が新たに受給要件を具備するに至った場合

(ｱ) 届出が事実の生じた日から15日以内になされたときは、その事実の生じた日の属する月の翌月（事実の生じた日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

ただし、添付すべき書類が、事実の生じた日から30日を経過した後に提出されたときは、その添付書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

(ｲ) 届出が事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、届出書類（単身赴任届及び添付書類をいう。以下同じ。）を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

イ　割愛採用等又は公署を異にして異動（同一庁舎内における異動を除く。）した職員が、

(ｱ) 赴任期間（福島県教育庁等服務規程第14条及び福島県立学校の管理運営に関する規則第33条等に規定する赴任期間等をいう。以下同じ。）内に受給要件を具備するに至った場合

ａ　届出が、割愛採用又は異動（以下「割愛等」という。）の日から15日以内になされたときは、その割愛等の発令日の属する月の翌月（その割愛等の発令日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

ただし、添付すべき書類が、割愛等の発令日から30日を経過した後に提出されたときは、その添付書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

ｂ　届出が、割愛等の発生の日から15日を経過した後になされたときは、届出書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

(ｲ) 赴任期間を経過した後に受給要件を具備するに至った場合

前記アの(ｱ)又は(ｲ)に定める日

ウ　単身赴任手当の支給を受けていた職員で、その支給要件を変更すべき事実

が生じたときは、その事実の生じた日（異動等によりその赴任期間内にその事実が生じた場合にあっては、その発令日）の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

ただし、増額改定となるものについては、その届出が事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、その届出書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日

(2) 支給終了年月日

ア　支給要件を欠くに至った場合（イに掲げる場合を除く。）は、その事実の生じた日の属する月の末日（その日が月の初日であるときは、その日の属する月の前日の末日）

イ　公署を異にして異動したことにより支給要件を欠くに至った場合は、その異動発令日の属する月の末日（その日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月の末日）

３　決定権者は、職員から単身赴任手当受給停止届の提出があったときは、届出に基づき受給要件の中断を確認し、当該期間について次により単身赴任手当の支給を停止（中断期間が1か月に満たないものを除く。）するものとする。

(1) 停止の開始日

受給要件の中断した日の属する月の翌月の初日（当該日が月の初日であるときは、その日）

(2) 停止の終了日

受給要件の中断が終了する日の属する月の末日（当該日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月の末日）

４　決定権者は、給与改定に伴い単身赴任手当の支給を受けている職員の単身赴任手当の支給額に変更のあったときは、当該職員の単身赴任手当の支給額の改定を行うものとする。

５　所属長は単身赴任手当の支給を受けている職員について、毎月の給料支給日前にその者が受給要件を具備するかどうか及び単身赴任手当の月額が適正であるかどうかの確認を行うものとする。

６　単身赴任手当の支給を受けている職員が、公署を異にして異動（任命権者を異にする異動を含む。）した場合には、旧所属長は、当該職員に係る単身赴任手当決定台帳及び添付書類の写しを保管し、原本を新所属長に送付するものとする。ただし、職員の異動先が、知事部局、企業局、病院局（本局）、議会事務局又は各種委員（会）事務局であるときは、職員業務課長に送付するものとする。
新所属長は、単身赴任手当決定台帳により異動前の単身赴任手当の支給内容を確認するとともに、当該職員に対し異動後の支給要件の変更の有無を発議書等により確認するものとする。その際、支給要件に変更が無い場合には、再決定手続きは必要ないものとする。

第５　支給方法

１　単身赴任手当は、その月分を給料支給定日に支給するものとする。

２　職員が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、当該期間中、単身赴任手当は支給しないものとする。なお、(1)から(7)までに掲げる場合において休職等の処分のあった日（その日が月の初日であるときを除く。）又は復職等の日（その日が月の初日であるときを除く。）の属する月分の単身赴任手当は、給料の日割計算の例により支給するものとする。

(1) 休職にされた場合（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法第2条第2項及び第3項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病によるものを除く。）

(2) 停職にされた場合

(3) 地方公務員法第55条の2第1項ただし書に規定する許可（専従休職の許可）を受けた場合
(4) 地方公務員の育児休業等に関する法律第2条の規定に基づき育児休業をしている場合

(5) 大学院修学休業の場合

(6) 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第2条第1項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第3条第1項又は公益的法人等派遣等に関する条例第2条第1項により派遣された場合

(7) 職員の自己啓発等休業に関する条例第2条第1項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合

(8) 職員の配偶者同行休業に関する条例第2条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

３　配偶者が単身赴任手当（国、独立行政法人、国立大学法人又は他の地方公共団体のこれに相当する手当を含む。）を受ける場合には、その間、当該単身赴任手当は支給しない。
附則
(略)

この基準は、令和2年4月1日から適用する。
　　（教育委員会用）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第１号様式　　　　　　　　　　　　単　身　赴　任　届　　　　　　　　　　　　収　　受　　印
	
	　　　（単身赴任手当決定台帳）
	
	 　　　　年　　月　　日提出

	◎太枠の各欄は届出者が記入すること。（裏面も記入すること)
	 　任命権者
 福島県教育委員会 様
	勤　務
公署名
	
	 主な届出の理由　　 　〔終了の場合〕
 □新　規　　　　　　 　 □転　居
 □異　動　　　　　　　　　□配偶者と同居
 □転　居　　　　　　　　　□距離制限非該当
 （□本　人　□配偶者）　□権衡職員非該当
 □その他     　　　　     （　　 　　  　　  )
   （                ）    □その他（          )
    上記事実の発生年月日
          　　　　　年　　　月　　　日

	
	
	所在地
	
	

	
	
	職  名
	
	 氏  名
	
	

	
	職員の給与の支給に関する規則第27条の７の規定に基づき、次のとおり
 配偶者等との別居の状況等を届け出ます。

１　異動直前の居住状況等
	

	
	
	

	
	
	異動の発令年月日
	　　　　年　　月　　日

	
	本人の住居
	
	
	

	
	同居者
	 □  配偶者    □  子（昭・平・令     ・   ・    生）　　　□  子（昭・平・令     ・   ・    生）
               □  子（昭・平・令     ・   ・    生）　　　□  子（昭・平・令     ・   ・    生）

	
	２　現在の居住状況等
	
	

	
	
	
	配偶者と別居した年月日
	 　　　　年　　月　　日

	
	
	
	

	
	配偶者と
別居した事情
	
	
	
	

	
	本人の住居
	
	入居年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	
	本人の住居に
おける同居者
	  □ 子（昭・平・令　  ・　  ・    生）  □ 子（昭・平・令　  ・　  ・　   生）
  □ その他（続柄        ）  □ その他（続柄        ）  □ その他（続柄        ）  □ その他（続柄       )

	
	配偶者の住居
	  異動直前の本人の住居と
  □  同じ   □  異なる（所在地         　　　                        入居年月日 　　     年     月     日）

	
	 異動直前の住居から勤務公署までの
 通勤経路及び方法
	 配偶者の住居から勤務公署までの
 通勤経路及び方法
	 配偶者の住居から本人の住居までの
 交通経路及び方法

	
	 付表の１に記入
	 付表の２に記入
	 付表の３に記入

	
	 所属コード
	 職員番号
	※　決定事項（電算入力事項）

	
	
	
	  通勤距離
	  交通距離
	「自」年月
	「至」年月
	

	
	
	
	
	
	年
号
	年
	月
	年
号
	年
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	届出事実 発生年月日
	・　 ・
	届出年月日
	・　 ・
	届出受理
年月日
	・ 　・
	支給
	・　 ・

	
	
	
	
	
	
	
	開始
	年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	改訂
	
	

	
	異動直前の住居から勤務公署までの通勤距離
	        ．　　㎞
	職員の給与に関する条例第10条の２第２項の規定による交通距離

	
	配偶者の住居から勤務公署までの通勤距離
	        ．　　㎞
	 区　　　　　　　　　　　　　　分
	 コード

	
	 配偶者の住居から本人の住居までの交通距離
	        ．　　㎞
	 　　 １００㎞未満
 　   １００km以上        １５０km未満
      １５０km以上        ２００km未満
      ２００㎞以上　　　　２５０㎞未満
２５０㎞以上　　　　３００㎞未満
 　　 ３００㎞以上　　　　５００㎞未満
 　 （５００㎞以上略）
	   □０１
   □１０
   □１５
   □２０
   □２５
   □３０

	
	   単身赴任手当の月額
      （うち　加算額）
	 　　　　　　　            円
 （                        円）
	
	

	
	添付書類

○職員の住民票謄本の写し
○配偶者（又は１８歳年度末までの子）の住民票謄本の写し

○別居の事情を証明する書類
（医師の診断書、在学証明書、就業証明書、登記事項証明書等）
	
	

	
	
	 単身赴任手当支給終了
	 　□００


   ※「給与マスター基本（修正）通知書６－２」により電算入力（　　　　　年　　　月　例月入力）
	 勤務公署の
 異動状況
	 異動年月日
	・　   ・
	・　   ・
	・　   ・
	・　   ・
	・　   ・

	
	 勤務公署名
	
	
	
	
	


	
	 決
 裁
 欄
	上記のとおり決定してよろしいか伺います。
	
	給与改定等による手当額改正

	
	
	 決定権者
	 課　　　　員
	起 案 者
	
	改定年月日
	 単身赴任手当の月額
	決定権者確認印

	
	
	
	
	
	
	 ・ 　・
	               　円
	

	
	
	
	
	
	
	 ・ 　・
	                 円
	

	
	
	起 案
	・   ・
	決 裁
	・    ・
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　記入上の注意
　１  「届出の理由」欄には、該当する理由の□にν印を付する。
２「届出の理由」欄中「異動」とは、既に単身赴任手当の支給を受けている者が、更に公署を異にする異動をした場合の当該異動をいい、
　　「転居」とは、既に単身赴任手当の支給を受けている者が、更に住居を移転した場合又は配偶者が転居した場合の当該住居の移転をいう。
　３  配偶者のない者にあっては、「配偶者」とあるのを「異動直前に同居していた１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子」
　　と読み替えて記入する。
　４  届出の理由の「新規」以外に該当する場合は、「１  異動直前の居住状況等」は、記入を要しない。
　５  「１  異動直前の居住状況等」及び「２  現在の居住状況等」において「異動」とは、別居の原因となった公署を異にする異動又は同一公署
　　内における異動若しくは職務内容の変更等をいう。
　６  異動に伴い配偶者と別居した場合で、配偶者の住居が異動直前の本人の住居と同じときには、「配偶者の住居から勤務公署までの通勤経路及
　　び方法」欄は、記入を要しない。
　７　異動に伴い配偶者とともに住居を移転し、その後に配偶者と別居した場合は、「異動直前の住居から勤務公署までの通勤経路及び方法」欄は、
　　記入を要しない。
８　付表の「通勤方法の別」欄及び「交通方法の別」欄には、通勤等の順路に従い、徒歩及び交通機関により通勤したものとした場合の徒歩、
　　バス、ＪＲ〇〇線等の別を記入する。
　９  別居後に配偶者を欠くこととなった場合は、異動直前に配偶者がないものとして記入する。
　10  在勤する公署が移転した者にあっては、「異動」とあるのを「移転」と読み替えて記入する。
　11  国又は他の地方公共団体の職員から人事交流等により引き続いて新たに職員となった者にあっては、「異動」とあるのを「採用」と読み替え
　　て記入する。
付表１  異動直前の住居から勤務公署までの通勤経路及び方法
	 順
 路
	 通勤方法
 の    別
	       区                      間
	 決
 定
 権
 者
 記
 入
 欄
	 通勤方法
 の    別
	         区               間
	  距 離
	

	 １
	
	 住  居から（        経由）         まで
	
	
	 住  居から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ２
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ３
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ４
	
	       から（        経由）         まで
	
	計 （職員の給与に関する条例第１０条の２第２項の規定による交通距離）  ． km
	

	 経路略図（経路朱線）
	


付表２  配偶者の住居から勤務公署までの通勤経路及び方法                                                              
	 順
 路
	 通勤方法
 の    別
	       区                      間
	 ※
 決
 定
 権
 者
 記
 入
 欄
	 通勤方法
 の    別
	         区               間
	  距 離
	

	 １
	
	 住  居から（        経由）         まで
	
	
	 住  居から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ２
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ３
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	 ４
	
	       から（        経由）         まで
	
	計 （職員の給与に関する条例第１０条の２第２項の規定による交通距離）  ． km
	

	 経路略図（経路朱線）
	


付表３  配偶者の住居から本人の住居までの交通経路及び方法                                                            
	
	 順
 路
	 交通方法
 の    別
	       区                      間
	 ※
 決
 定
 権
 者
 記
 入
 欄
	 交通方法
 の    別
	         区               間
	  距 離
	

	
	 １
	
	 住  居から（        経由）         まで
	
	
	 住  居から（        経由）       まで
	   ． km
	

	
	 ２
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	
	 ３
	
	       から（        経由）         まで
	
	
	       から（        経由）       まで
	   ． km
	

	
	 ４
	
	       から（        経由）         まで
	
	 計 （職員の給与に関する条例第１０条の２第２項の規定による交通距離）  ． km
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 経路略図（経路朱線）
	


第１号様式の２
通勤困難要件の確認調書
	
	 勤務公署名
	

	
	 職    　　名
	
	 氏    　名
	


　　下記のとおり配偶者等の住居に帰宅する際の実情等を届け出ます。　　
	
	確認内容
	具体的な内容
	

	
	自動車運転免許の有無
	   □　免許を所有している。
	

	
	
	   □　免許を所有していない。
   　 （職員課長に事前に連絡願います。）
	

	
	自動車で配偶者等の
住居に帰宅する際の
通勤距離
	   □　３７㎞超
	

	
	
	   □　３７㎞以下
	

	
	通勤経路の略図
（経路朱線）
	
	

	
	※　一般に利用しうる最短経路を記入すること。
	


    下記のとおり確認しました。
	
	通勤困難要件の
確認結果
	□　要件を具備している。

	
	
	□　要件を具備していない。

	
	決定権者
の確認欄
	
	
	事務職員
の確認欄
	


第1号様式の3

単身赴任手当の「通勤困難」に関する申立書

決定権者　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　　　　氏名

単身赴任手当に係ることについて、通勤距離が60km未満で下記の事由に該当
することを時刻表を添付して申し立てます。（運用基準第1の2の（4）のイの（ｲ））
記

1　該当事由

　□　勤務開始時刻2時間前までに住居をでなければならないこと。

　□　その他通勤が不可能なこと。

　　　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
2　通勤困難の実態
　(1）異動直前の住居から勤務公署までの通勤経路及び方法
	順路
	通勤方法の別
	区間及び時間
	距離

	１
	徒　歩
	住　　　　　居　　　　　　  →　　　〔　　  　　駅･停留所〕

時　　分発　    　　　　　　      　　　時　　分着
	・ 　km

	２
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕 　　　→　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	３
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	４
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	５
	徒　歩
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　 　　　勤務公署
時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	勤務開始時間
	時　　　　　分
	計
	・ 　km


　
（2）配偶者の住居から勤務公署までの通勤経路及び方法（(1)と同じ場合は記入不要）
	順路
	通勤方法の別
	区間及び時間
	距離

	１
	徒　歩
	住　　　　　居　　　　　　  →　　　〔　　  　　駅･停留所〕

時　　分発　    　　　　　　      　　　時　　分着
	・ 　km

	２
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕 　　　→　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	３
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	４
	電車・バス

〔　　　　　線〕
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　　　〔　　　　　駅･停留所〕

時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	５
	徒　歩
	〔　　　　　駅･停留所〕　　　 →　 　　　勤務公署
時　　分発　　　　　　　　　　　　　　　時　　分着
	・ 　km

	勤務開始時間
	時　　　　　分
	計
	・ 　km


第2号様式

単身赴任手当受給停止届
     年　　月　　日提出

	任命権者

福島県教育委員会　様
	勤務公署名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	職名
	
	氏名
	

	単身赴任手当の支給に関する運用基準第3の5の規定に基づき届け出ます。


１　受給要件の中断直前の居住状況等
	本人の住居
	

	配偶者の住居
	

	配偶者と別居

した事情
	


２　受給要件が中断することとなった理由

	


３　受給要件の中断期間

	中断開始年月日
	　　　年　　月　　日
	（注）

中断終了予定年月日と実際終了した日が異なる場合には、速やかに申し出ること。

	中断終了（予定）年月日
	　　　年　　月　　日
	


	※決定権者確認欄
	中断開始年月日
	　　　年　　月　　日
	中断終了年月日
	　　　年　　月　　日

	
	停止開始年月日
	　　　年　　月　　日
	停止終了年月日
	　　　年　　月　　日

	
	支給一時停止通知書
電算通知年月
	年　　月

通知
	支給一時停止通知書
電算通知年月
	年　　月

通知

	
	決定権者
	
	担当者
	
	決定権者
	
	担当者
	


協議書その1　

文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「やむを得ない事情」に係る協議書
単身赴任手当の支給に関する運用基準第１の２の(2)のウの(ｻ)の規定に基づき、下記のとおり協議します。
記
	勤務公署名
	

	職　名
	
	氏　名
	

	配偶者と別居することとなった事情

	※具体的に記入すること



	※添付書類（単身赴任届の写し、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


協議書その２
                                                        文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「通勤困難」に係る協議書
　単身赴任手当の支給に関する運用基準第１の２の(4)のイの(ｲ)の規定に基づき、下記のとおり協議します。

記
	勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	勤務を開始すべき時間
	             　時　　　　分

	勤務を開始すべき時間までに公署
に到達することができる交通機関
名及び運行回数（乗り継ぎを要す
る場合は全て記入すること。）
	名　　　　　　称
	回　　数

	
	
	

	 住居から公署までの通勤所要時間                  時間　　　　分
 　〔具体例〕
   住居           　 時　　分出発（徒歩　　　分・　　　㎞） 　→　　駅・停留所
                                                            　　〔　　　　　　〕
 　駅・停留所     　 時　　分出発（電車・バス　　　　　分） 　→　　駅・停留所
 〔　　　　　　〕                                            　　〔　　　　　　〕
 　駅・停留所     　 時　　分出発（電車・バス　　　　　分） 　→　　駅・停留所
 〔　　　　　　〕                                              　〔　　　　　　〕
 　駅・停留所    　　（徒歩　 　　分・　 　　㎞） 　→　　公署　 　時　 　分着
 〔　　　　　　〕
    　　  （注）〔　　　〕欄には、交通機関名及び駅名等を記入すること。

	 気象状況等により交通機関に運休
 等があればその状況
	

	 業務多忙等
 の　事　情
	


協議書その３（配偶者を欠く権衡職員のみ該当）
                                                        文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「人事委員会の定める事情」に係る協議書
　単身赴任手当の支給に関する運用基準第１の３の(3)のアの(ｲ)の規定に基づき、下記のとおり協議します。

記

	勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	 １８歳年度末までの子と別居することとなった事情

	 ※　具体的に記入すること。

	 ※　添付書類（単身赴任届の写し、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


協議書その４
                                                       文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「人事委員会の定める特別の事情」に係る協議書
　単身赴任手当の支給に関する運用基準第１の３の(4)のアの(ｻ)の規定に基づき、下記のとおり協議します。
記
	勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	配偶者（子）と別居することとなった具体的な事情

	

	職員の居住地
	

	別居後の配偶者等の居住地
	

	住居の移転を伴う直近の
異動等の直前の居住地
	

	異動等の直前の居住地に今回転居できない具体的な事情

	


協議書その５
                                                        文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「同一公署内における異動又は職務内容の変更等」に係る協議書
　単身赴任手当の支給に関する運用基準第１の３の(7)・(8)の規定に基づき、下記のとおり協議します。 

記

	勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	職務内容の変更等の具体的な内容

	

	 ※　添付書類（単身赴任届の写し、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


協議書その6

文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
単身赴任手当の「特に必要があると認められる職員」に係る協議書

単身赴任手当の支給に関する運用基準第1の3の（11）の規定に基づき、下記のとおり協議します。

記

	勤務公署名
	
	前勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	異動等前において配偶者等と別居していた事情

	(配偶者等の居住地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通勤距離　　．　　km)

	今回の異動等時に配偶者等と別居することとなった事情

	(配偶者等の居住地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通勤距離　　．　　km)

	前勤務公署に異動する直前の居住地

（運用基準第1の3の(10)のエの職員に限る)
	

	※添付書類（単身赴任届の写し、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


協議書その7

文　書　番　号
　　年　　月　　日

職員課長　様

（　　　　　　　教育事務所長　様）

（決　定　権　者）
「距離制限を満たさない職員が職務遂行上住居を
移転せざるを得ないこと」に係る協議書
単身赴任手当の支給に関する運用基準第1の3の（2）の規定に基づき協議します。

記

	勤務公署名
	

	職　　　名
	
	氏　名
	

	住居を移転せざるを得ない理由(職務の内容、居住地の制限等)

	※具体的に記入すること

職務内容

居住地制限

その他



	所属長所見欄



	※添付書類（単身赴任届の写し、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


職員の住民票謄本の写し


配偶者等の住民票謄本の写し
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